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令和元年度 健全化判断比率の審査結果について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、審査に付された令和

元年度決算における健全化判断比率について、妙高市監査基準に準拠して審査したので、次の

とおり意見書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年度 健全化判断比率審査意見書 

 

１ 監査等の種類 

   健全化判断比率等審査 

 

２ 審査の対象 

   令和元年度決算に係る健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

３ 審査の着眼点（評価項目） 

市長から送付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法

令に適合し、かつ、正確であるかを主眼において審査した。 

 

４ 審査の実施内容 

健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどう

かを確認するために、算定の基礎となる事項を記載した書類と関係資料との照合を行った

ほか、関係職員から説明を聴取し、審査を行った。 

 

５ 審査の実施期間 

   令和２年７月２０日から令和２年８月１８日まで 

 

６ 審査の結果 

    審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも適正に作成されているものと認めた。 
 

記 

                                 （単位：％・ﾎﾟｲﾝﾄ） 

健全化判断比率 令和元年度 平成 30 年度 増 減 早期健全化基準 

①実質赤字比率      －      －      － １３．０７ 

②連結実質赤字比率      －      －      － １８．０７ 

③実質公債費比率  ７．７  ８．２  △０．５ ２５．０ 

④将来負担比率 － ３．８ － ３５０．０ 

   （注）実質赤字比率、連結実質赤字比率について、「－」の表示は、赤字額が無いことを表している。 

①実質赤字比率について 

令和元年度決算に基づく実質赤字額がないため、実質赤字比率は算出されない。 
 

  ②連結実質赤字比率について 

令和元年度決算に基づく連結実質赤字額がなく、資金不足額も生じていないため、連 

結実質赤字比率は算出されない。 
 

  ③実質公債費比率について 

令和元年度決算に基づく実質公債費比率は７．７％となっており、前年度に比べて 

０．５ポイント改善しており、早期健全化基準の２５.０％を下回っている。 
 

  ④将来負担比率について 

令和元年度決算に基づく将来負担額に対し、負債の償還に充当可能な基金等の充当可

能財源等の額が上回っているため、将来負担比率は算出されない。 



 

 むすび 

   本市の令和元年度決算に基づく健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回って

いる。また、実質公債費比率及び将来負担比率は改善しており財政面での配慮が伺える。 

今後も健全化判断比率の状況を的確に分析し、将来的な市の債務償還能力の見通しを踏

まえた計画的で健全な財政運営に努められたい。 
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令和元年度 資金不足比率の審査結果について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査に付された令

和元年度決算における資金不足比率について、妙高市監査基準に準拠して審査したので、次の

とおり意見書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年度 資金不足比率審査意見書 

 

１ 監査等の種類 

   健全化判断比率等審査 

 

２ 審査の対象 

   令和元年度決算に係る資金不足比率及びその算定基礎となる事項を記載した書類 

 

３ 審査の着眼点（評価項目） 

市長から送付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令

に適合し、かつ、正確であるかを主眼において審査した。 

 

４ 審査の実施内容 

資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうか

を確認するために、算定の基礎となる事項を記載した書類と関係資料との照合を行ったほ

か、関係職員から説明を聴取し、審査を行った。 

 

５ 審査の実施期間 

   令和２年７月２０日から令和２年８月１８日まで 

 

６ 審査の結果 

  審査に付された下記の各公営企業会計の資金不足比率及びそれら比率の算定の基礎とな

る事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。 

 

記 

                                     （単位：％） 

会計名 令和元年度 平成 30 年度 増 減 経営健全化基準 

ガス事業会計 － － － ２０．０ 

水道事業会計 － － － ２０．０ 

簡易水道事業会計 － － － ２０．０ 

公共下水道事業会計 － － － ２０．０ 

農業集落排水事業会計 － － － ２０．０ 

高柳工場団地開発事業特別会計 － － － ２０．０ 

   （注）「－」の表示は、資金不足が無いことを表している。 

 

 

   令和元年度は、いずれの公営企業会計においても決算に基づく資金不足額が生じていな

いため、資金不足比率は算出されない。 

 

 

 むすび 

   本市の令和元年度決算に基づく資金不足比率は、いずれの公営企業会計においても資金

不足額が生じていないため算出されない。しかし、人口減少等に加え、施設の老朽化によ



る更新・改築需要の増加など、今後の経営環境については予断を許さない状況が予測され

る。 

引き続き、社会情勢の変化や将来の見通しを踏まえた健全で計画的な企業経営に努めら

れたい。 

 

 


